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番号 配布 頁

1 地方税を取り巻く課題

地方税制の展望 1-1 ○ 青　木　宗　明 神奈川大学経営学部教授 1

市町村税の現状と課題 1-2 ○ 川　窪　俊　広 総務省自治税務局市町村税課長 2

社会保障・税番号（マイナンバー）制度について 1-3 ○ 伊　藤　正　志 総務省自治税務局企画課税務管理官 3

税務事務と個人情報保護 1-4 ○ 宇　賀　克　也 東京大学大学院法学政治学研究科教授 4

税務争訟 1-5 ○ 高　橋　　　滋 一橋大学大学院教授 5

徴収事務のマネジメント 1-6 ○ 小　野　　　誠 東京都主税局徴収部徴収指導課長

椎　名　礼　子 東京都主税局徴収部個人都民税対策課長

2 地方税法総則

通則等 2-1 ○ 齊　藤　博　史 （公財）東京税務協会　専門講師 6

連帯納税義務 2-2 ○ 那　倉　長　治 （公財）東京税務協会　専門講師 7

納税義務の承継 2-3 ○ 吉　原　敏　夫 （公財）東京税務協会　専門講師 8

第二次納税義務 2-4 ○ 佐　藤　三知子 （公財）東京税務協会　専門講師 9

地方税と他の債権との調整 2-5 ○ 新　部　義　博 （公財）東京税務協会　専門講師 10

納税の猶予・担保の徴収 2-6 ○ 三　島　　　充 滞納整理学会代表運営委員、自治大客員教授 11

滞納処分の執行停止 2-7 ○ 河　原　一　夫 神奈川県川崎県税事務所納税課長 12

3 関係法規

破産法 3-1 ○ 川　上　俊　宏 弁護士 13

民事執行法 3-2 ○ 川　上　俊　宏 弁護士 14

滞調法 3-3 ○ 桐　生　芳　樹 葉山町役場税務課 15

国税犯則取締法 3-4 ○ 山　口　義　夫 税理士 16

4 滞納処分

国税徴収法通則 4-1 ○ 河　原　一　夫 神奈川県川崎県税事務所納税課長 17

財産調査要領 4-2 ○ 小　山　紀久朗 税理士 18

納付能力調査（財務諸表の見方） 4-3 ○ 小　山　紀久朗 税理士 19

動産・有価証券の差押え 4-4 ○ 川　井　幸　生 横浜市健康福祉局保険年金課滞納整理支援担当係長 20

債権の保全・回収 4-5 ○ 野　口　　　茂 税理士 21

不動産の差押え 4-6 ○ 桐　生　芳　樹 葉山町役場税務課 22

その他の財産の差押え 4-7 ○ 川　島　賢　二 東京都港都税徴収事務所滞納整理担当課長

交付要求・参加差押え 4-8 ○ 水　口　英　彦 横浜市財政局税務課市税徴収担当係長 23

財産の換価・配当 4-9 ○ 清　水　一　宏 東京都千代田都税事務所滞納整理専門課長

5 演習

先進事例の紹介 5-1 ○ 永　嶋　正　裕 船橋市税務部参事・債権管理課長

ロールプレイング

　納税交渉 5-2 ○ 石　川　正　巳 (株)全国地方税徴収実務機構 24

山　口　泰　弘 神奈川県神奈川県税事務所長

宮　下　　　馨 神奈川県横浜県税事務所納税課長

河　原　一　夫 神奈川県川崎県税事務所納税課長

　財産調査・動産等の捜索 5-3 ○ 吉　原　敏　夫 （公財）東京税務協会　専門講師 25

新　部　義　博 （公財）東京税務協会　専門講師

那　倉　長　治 （公財）東京税務協会　専門講師

齊　藤　博　史 （公財）東京税務協会　専門講師

佐　藤　三知子 （公財）東京税務協会　専門講師

行政対象暴力対策 5-4 ○ 城　垣　敦　夫 警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課課長補佐 26

話法・交渉術演習 5-5 ○ 福  田  　　健 ㈱話し方研究所代表取締役会長 27

税務専門課程第13期　税務・徴収コース　シラバス一覧
(平成２７年９月１５日～１０月３０日　１時限＝７０分）

研  修  課  目 担 当 講 師



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 1-1 今後の地方税制の展望 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

神奈川大学経営学部教授 青木宗明 

1959 年東京生まれ。法政大学経済学部、同大学院博士課程、フランス留学を経て

97 年より現職。専門は財政学・租税論、研究はフランス地方税財政の実証分析。

自治体の各種の委員会や自治体シンクタンクのチーフを勤める等、わが国自治体と

地方議会の現場を熟知。特に独自課税については都・県・市の税制調査会・研究 

会の多くに関与し、「銀行税」、宿泊税から水源環境税・森林税、横浜市みどり税

まで多数かかわってきた。著作に『苦悩する農山村の財政学』『現代の地方財政』

『財政学』など。 

ね ら い 
地方税・地方財政について、地方自治体の職員として、特に徴税事務に取り組む上

で認識しておくべき必須の事項に理解を深める。 

講 義 概 要 

この講義は、地方税制の概況を認識し、また地方税の規範とされる理論を概

略として理解した上で、今後の地方税制をどうするべきか、何が障害でいかに

克服すべきかを、受講生みずからに考えてもらうことを目的とする。 
最初の時限で、2000 年代の地方税収の推移と税制改正の経緯を見つつ、地方

税がどのような状況にあり、それに対してどんな評価や批判がなされているか

理解する。特に近年の変遷では、法人課税を中心とする自治体間の格差が問題

視され、分権に反する形で地方税の圧縮と、地方税を用いた無節操な財源再配

分が行われている点に着目する。 
2 時限目は、この現況から生じる問題の深刻さと問題解決への障害の大きさ

を認識した上で、現状を大きく改善してゆくための方策を考える。具体的には、

障害克服のためには、地方税に関する通説的な理論の妄信から脱することと、

地方税制と密接な関係にある地方交付税を本来の機能が果たせるように再建す

ることが必要と思われる点を、受講者に深く考察してもらえるようにする。こ

の検討に要する地方交付税や地方財政調整についての基礎知識は、もちろん講

義において提示する。 

受講上の注意 
 

 

使 用 教 材  

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 1-2 市町村税の現状と課題 

時 限 数 １時限 

担 当 講 師 

総務省自治税務局市町村税課長 川窪 俊広 

＜プロフィール＞ 

平成 元年 4 月 自治省採用 

平成 10 年 8 月 自治省税務局府県税課課長補佐 

平成 11 年 7 月 岡山県総務部財政課長 

平成 14 年 4 月 総務省自治財政局財政課課長補佐 

平成 15 年 8 月 総務省自治税務局企画課課長補佐、理事官、税務企画官 

平成 18 年 4 月 岩手県総務部長 

平成 21 年 4 月 総務省自治行政局選挙部政党助成室長 

平成 22 年 6 月 内閣官房長官秘書官事務取扱 

平成 24 年 9 月 総務省大臣官房政策評価広報課広報室長 

平成 26 年 8 月 現職 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、地方税の現状と課題について、市町村税に関する事項を中

心に学ぶ。 

講 義 概 要 

 Ⅰ 税制改正の流れ 

 Ⅱ 地方税制度 

 Ⅲ 法人課税改革 

 Ⅳ 個人住民税の概要 

 Ⅴ 固定資産税の概要 

 Ⅵ 車体課税の概要 

 Ⅶ 平成２７年度地方税制改正について 

 Ⅷ マイナンバー制度・地方税の電子化 

 Ⅸ その他市町村税関係 

受講上の注意 
 

 

使 用 教 材 独自資料 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程第１３期 税務・徴収コース （平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 1-3 社会保障・税番号（マイナンバー）制度について 

時 限 数 １時限 

担 当 講 師 

総務省自治税務局都道府県税課税務管理官 伊藤 正志 

＜プロフィール＞ 

東京大学法学部卒 

平成５年４月 自治省入省 

平成14年４月 長崎県総務部財政課長 

平成19年７月 総務省自治財政局調整課課長補佐 

平成20年７月 総務省自治財政局交付税課理事官 

平成21年７月 総務省自治財政局財政企画官 

平成24年４月 北九州市財政局長 

平成26年４月 現職 

ね ら い 

平成 28 年１月の番号利用開始に向け、社会保障・税番号制度の概要や番号制度

に係る地方税関係の業務について理解を深める。 
 

講 義 概 要 

 

１ 社会保障・税番号制度の概要 

 

２ 番号制度に係る地方税関係の業務について 

 

 

受講上の注意 
 
 

使 用 教 材 

 
独自資料 
 

効 果 測 定 

 
なし 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 
 



     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第１３期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 1-4 徴収事務と個人情報保護  

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

東京大学大学院教授 宇賀 克也 

＜プロフィール＞ 

1978 年 3 月 東京大学法学部卒 

1978 年 4 月 東京大学法学部助手 

1981 年 7 月 東京大学法学部助教授 

1990 年 8 月 ハーバードロースクール客員教授 

1994 年 8 月 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

ね ら い 

 地方自治体職員として仕事をし、特に徴税事務に前向きに取り組む上で認識して

おくべき必須の事項に理解を深める。 

 

講 義 概 要 

 
事前に受講生から出された質問への回答を通じ、実践的に税務行政における

個人情報保護への留意点について解説する。実務的な問題の解説を通じて個人

情報保護についての基礎理論を身につけるようにしたい。質問は各団体につい

て１問とする。また、質問に対して自分（又は当該団体）の考えも示すこと。

 

受講上の注意 

事前にレジュメを配布するので、質問内容をあらかじめ読んで理解しておくこ

と 

使 用 教 材 
宇賀克也・個人情報保護法の逐条解説（第４版）（有斐閣） 
宇賀克也・番号法の逐条解説（有斐閣） 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

税務専門課程第 13 期 税務・徴収コース （平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 1-5 税務争訟 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

一橋大学大学院法学研究科教授 髙橋 滋 
＜プロフィール＞ 
１９８６年 ４月 徳島大学教育学部専任講師 
１９９０年 ４月 徳島大学総合科学部助教授 
１９９１年１０月 一橋大学法学部助教授 
１９９７年 ２月 一橋大学法学部教授 
１９９９年 ４月 一橋大学大学院法学研究科教授 
２０１２年１２月から２０１４年１２月まで 
         一橋大学副学長 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、地方税争訟制度の概要及び行政不服審査制度との関係につ

いて学ぶ。 

講 義 概 要 

Ⅰ 税務争訟とは 

Ⅱ 地方税務争訟制度(行政不服審査法)の改正 

① 検討の経緯                 ② 改正法特色 

Ⅱ 改正後の制度の概要（改正前の制度との異同） 

① 狭義の行政争訟の意義と性格  ② 不服申立事項 

③ 不服申立ての種類とその要件   ④ 教示制度 

⑤ 不服審査の審理  ⑥ 不服申立てと仮の権利保護   ⑦ 裁決又は決定 

Ⅳ 行政訴訟制度（税務訴訟との関係において）－概略 

  ① 行政訴訟制度の意義と性格  ② 行政訴訟制度の種類 

  ③ 抗告訴訟の種類            ④ 取消訴訟の要件・審理手続 

Ⅴ おわりに 

受講上の注意 テキストはありません。配付資料を用いますので、それをよく読んで下さい。

使 用 教 材 配付資料を用います。 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
特に、ありません。 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13期 税務・徴収コース（平成 27年 9月 15日～10月 30日） 

課 目 名 1-6 徴収事務のマネジメント 

時 限 数 ５時限 

担 当 講 師 

東京都主税局徴収部 徴収指導課長 小野 誠 

＜プロフィール＞ 

 平成９年から主税局に在籍、主に徴収業務に従事し平成27年７月より現職 

東京都主税局徴収部 個人都民税対策課長 椎名 礼子 

＜プロフィール＞ 

 平成８年に主税局に異動後、平成２７年７月より現職 

ね ら い 

徴収事務の執行を効率的かつ効果的に行うためには、現場組織を含めた徴収

事務部門全体としての執行体制の整備が不可欠である。徴収事務部門の管理者

として必要となる組織・職員・仕事のマネジメントについて実践例を挙げなが

ら解説し、徴収事務のマネジメントのあり方について考えさせる。また、演習

を通じて、徴収事務の執行管理について改革への意識を涵養する。 
 

講 義 概 要 

メインは徴収事務のマネジメントであるが、危機管理を中心に東京都の滞納

整理の状況等など、徴収部門の最近の傾向についても解説していきたい。 

全５時限として、講義内容の項目は概ね以下のとおりである。 

１ 徴収事務のマネジメント基礎 

２ 徴収事務の進行管理 

３ 滞納整理における危機管理・事例演習 

４ 事例演習（危機管理・組織運営） 

５ 事例演習（危機管理・組織運営） 

受講上の注意 ・特になし 

使 用 教 材 ・講義レジメ、講義資料、演習問題 

効 果 測 定 ・なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
・なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-1 地方税法総則 通則等 

時 限 数 ７時限 

担 当 講 師 

(公財)東京税務協会講師 斎藤博史 

＜プロフィール＞ 

平成２３年３月に東京都を定年退職しました。昭和５４年４月より３２年間主

税局に勤務し、このうち３０年間徴収部門で仕事をしました。担当した業務は、

一般の滞納整理が１０年、不動産公売を主とした公売事務が１０年、企画指導

業務が１０年といったところです。１０年くらい前から地方税の徴税をめぐる

様々な問題に関心を持っています。とりわけ、固定資産税と抵当権の関係の見

直しについては、今後、制度改正に向けた地方団体の世論喚起に努めていきた

いと考えています。 

ね ら い 

地方公共団体の税務事務全般の基本となる地方税法総則の規定内容のうち、消

滅時効、不服審査及び訴訟など徴収事務(滞納整理事務)に関連する特に重要な

事項を中心に解説するとともに、地方税の徴収事務(滞納整理事務)の基本とな

る事項について理解を深める。 

 

講 義 概 要 

 講師のレジュメにしたがい、地方税法総則のうち、通則及び納税の告知・消

滅時効・書類の送達等の基本的重要事項を中心に、徴収事務の流れに沿って講

義を行うとともに、適宜事例演習により知識吸収の確認を行いながら講義を進

める。 

 また、実務遂行上に付随する不服審査、秘密漏えいに関する罪等にも言及し、

地方税徴収事務に関する法的基本事項に関する知識の習得を図る。 

受講上の注意 

 

なし 

 

使 用 教 材 

 

レジュメ及び事例演習（レジュメに含む） 

 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-2 連帯納税義務 

時 限 数 ３時限 

担 当 講 師 

(公財)東京税務協会専門講師 那倉長治 

＜プロフィール＞ 

長く、東京都主税局に勤務、同局の徴収部専門課長として滞納整理を指導 
現在は、(公財)東京税務協会講師として、全国の自治体職員の育成に力を尽くす。

ね ら い 

連帯して全額を納める義務を負う｢連帯納税義務｣の制度について、具体的事例に則

して、民法の連帯債務の規定の準用などについて解説するとともに、演習を通じて、

実践的な知識・滞納事案解決の手法、修得を図る。 

講 義 概 要 

固定資産税の滞納では、連帯納税義務に関する事案が多く、その原因は連帯

納税義務者への追及が完全でない場合がある。 

 地方団体の徴収金の連帯納税義務については民法の規定を準用するとしなが

らも、特に納税の告知、督促については民法４３４条の規定は準用されず理解

しにくいところであるから判例を基に講義し、さらに、連納者相互間の相対的

効力、絶対的効力について解説したあと滞納整理の実態に則し以下の事例演習

を行う。 

 

事例１ 共有物の固定資産税滞納の設定から連納者に対する納税の告知、除斥

期間、納税義務の免除、徴収権の消滅時効、滞納処分の執行停止等他の

連納者への影響等を検討する。 

事例２ 競売開始決定がされて連納者の｢交付要求｣実務から滞納事案進展の手

法を検討する。 

事例３ 連帯納税義務者のうちの一人が死亡した場合に納税義務の承継及び連

帯納税義務者間はどのようになるのかを判例を基に検討する。 

 

事例４ 連帯納税義務者の一人に後から告知すると、先にした告知と納期限が

違うことになる。この場合延滞金はどう扱われているのか、各自治体の処

理方法を問掛けながら検討する。 

 

受講上の注意 講義の後事例についてはグループ討議を行い発表してもらう。 
使 用 教 材 講師作成のテキスト（レジュメ） 
効 果 測 定 なし 
そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-3 納税義務の承継 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

(公財)東京税務協会専門講師 吉原敏夫 

＜プロフィール＞ 

東京都新宿都税事務所 徴収課長や足立都税事務所 納税課長などを歴任 

平成 22 年 4 月から、(財)東京税務協会 専門講師として、全国の自治体職員の

育成に力を尽くす。 
 

ね ら い 

相続による｢納税義務の承継｣の制度について解説するとともに、具体的な事例

に即した演習を通じて、納税義務の的確な把握や租税債権の確保のために必要

な知識・手法の修得を図る。 
 

講 義 概 要 

租税徴収における納税義務の拡張制度の意義を踏まえ、地方税法に定める「納

税義務の承継」について、 

１成立要件、徴収手続き等について解説するとともに、 

２事例演習を用いて、全員が事例を検討しながら実務的な滞納整理手法を習

得できるよう講義を進める。 

 

＜主な講義内容＞ 

 １ 相続による納税義務の承継 

   ・相続の態様と相続人に対する滞納整理概論 

   ・相続人に対する滞納処分 

 ２ 相続人不存在の場合の滞納整理 

 

受講上の注意 
講義の中に演習問題を取り入れ、全員が検討し、適宜指名して解答を求めなが

ら、解説を行って実務的知識を確実なものとしていく。 

使 用 教 材 講師作成のテキスト（レジュメ）及び演習問題を配布予定 

効 果 測 定 
特に実施しないが、講義内容の理解を促進するため演習問題に取り組むことに

より実務的な知識として全員のレベル確保を図る。 
そ の 他 

(他の課目との関連) 

納税義務の拡張制度のみならず地方税法総則関連規定にも言及し、租税徴収制

度の一環としての知識付与としていく。 
 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-4 第二次納税義務 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

(公財)東京税務協会専門講師 佐藤三知子 

＜プロフィール＞ 

バブル崩壊後の税の滞納額がピークであった１９９９年から徴収部門で係長職

として「攻めの滞納整理」を実践してきた。  

２００９年より滞納整理専門課長として、困難事案への取組や徴収職員への指

導、助言に努める。  

また、２０１２年より主税局徴収部個人都民税対策課において徴収率向上をめ

ざし都内区市町村の支援を行ってきた。  

ね ら い 

租税債務者の拡大のための制度として、地方税法上特に認められている｢第二次

納税義務｣について解説するとともに、納税義務の的確な把握や租税債権の確保

のために必要な知識・手法の修得を図る。 

 

講 義 概 要 

地方税法第１１条関係についての説明をします。ただし、次の点に重点を置き

たいと考えています。 

○第二次納税義務制度の趣旨・目的の理解。講師が追求をした実例から１１条

の８を中心に解説します。 

○第二次納税義務制度を地方税の徴税実務の中でどのように活用すべきか。ま

た、その活用の方法について。 

 

受講上の注意  

使 用 教 材 講義用レジュメ 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-5 地方税と他の債権との調整 

時 限 数 ７時限 

担 当 講 師 

(公財)東京税務協会専門講師 新部義博 

＜プロフィール＞ 

長く東京都主税局勤務。平成 3年 4月から平成 25 年 3 月末退職まで徴収部門一筋。

平成 9年から主税局徴収部に在籍し、同部担当係長・公売係長として滞納整理事務

に従事後、同部専門課長として滞納整理事務に関する指導を担当。 

現在は、（公財）東京税務協会講師として、全国の自治体職員の育成に尽力する。

 

ね ら い 

複雑多岐にわたる滞納者の債務の状況に対応するため、地方税と国税及び私債権と

の間の優先劣後の調整について解説するとともに、具体的な事例に即した演習を通

じて、地方税法と国税徴収法、民法その他の私法との関係を十分に理解し、租税と

他の債権との調整に必要な知識・滞納整理上の着眼点・手法の修得を図ることをね

らいとする。 
 

講 義 概 要 

個別事案の整理方針の決定、換価判断、及び停止判断などの前提となる地方

税法第１４条から第１４条の２０までの条文の解説と演習問題を通じて、租税

債権等及び私債権との優先劣後を理解させる。 

また、具体的事例に則した滞納整理事務への適用について解説する。 

 

 

 

 

受講上の注意 
 
 

使 用 教 材 
レジュメ 
テキスト（「滞納整理事務の手引き」「公売事務の手引」） 

効 果 測 定 

 
 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-6 納税の猶予･担保の徴取 

時 限 数 ３時限 

担 当 講 師 

滞納整理学会代表運営委員 自治大学校客員教授 三島 充 

＜プロフィール＞ 

昭和４５年に神奈川県庁に入庁、税務部門のほか、衛生部門、教育部門での

配属も経験し、神奈川県自治総合研究センター研修部長、南県税事務所長等を

歴任 

現在は、滞納整理学会代表運営委員や山梨県地方税滞納整理推進機構特別ア

ドバイザー、斜里町徴収困難事案徴収アドバイザーとして実務指導を行うほか、

全国の都道府県・市町村の税、国保料、私債権等の徴収（回収）事務研修講師

を多数務め、職員の育成に力を尽くす。 

ね ら い 

滞納整理における納税の緩和制度の位置づけ及び｢徴収猶予｣｢換価の猶予｣制

度と、これらに関連する｢担保の徴取｣制度について解説するとともに、具体的

な事例に即した演習を通じて、納税の猶予等に関する実戦的な知識・手法の修

得を図る。 

講 義 概 要 

１ 滞納整理における納税の緩和制度の位置づけと意義 

  事実上の分納との関係、徴収率の向上との関係 

２ 徴収猶予制度の概要 

  承認の要件、事務手続き、効果、取消し 

３ 換価の猶予制度の概要 

  適用の要件、事務手続き、効果、取消し 

４ 担保制度の概要 

  担保の徴取、担保の種類、担保の処分 

５ 演習課題の解説・質疑 

受講上の注意 

事実上の猶予が滞納整理の総てをダメにしている現実に気づき、法に定めら

れた猶予制度を適用し、公平な徴収を展開するという問題意識を持って受講し

て欲しい。 

使 用 教 材 
国保保険税（料）滞納整理の実戦論（実戦シリーズ）納税の猶予編 

参考資料 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
滞納処分の停止 滞納整理のマネージメント 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 2-7 滞納処分の停止 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

川崎県税納税課長 河原一夫 

＜プロフィール＞ 

昭和 60 年 4 月  神奈川県に入庁 

平成元年 4月  川崎県税事務所へ異動 

平成 22 年 4 月  緑県税事務所納税課長 

平成 26 年 4 月  川崎県税事務所納税課長 

 

ね ら い 

滞納事案の整理促進の手法として重要な｢滞納処分の停止｣について解説すると

ともに、具体的な事例に即した演習を通じて、実践的な知識・手法の修得を図

る。 

 

講 義 概 要 

徴収の担当、事務指導担当、現場責任者、管理監督者の各立場での経験を生

かした実務的な解説を行う。 
講義内容は、次のとおり。 

 

○ 滞納処分の停止の要件 

○ 滞納処分の停止の手続き 

○ 滞納処分の停止の効果 

○ 納税義務の消滅 

○ 滞納処分の停止の取消 

 

受講上の注意 なし 

使 用 教 材 講義レジュメ（その他、資料配布予定） 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 3-1 破産法 

時 限 数 ５時限 

担 当 講 師 

川上法律事務所 弁護士 川上俊宏 

＜プロフィール＞ 

平成 3年に入都、在職中に司法試験に合格し、平成 7年から弁護士活動を開始。平

成 10 年 4 月に川上法律事務所を開業。 

 

ね ら い 

滞納者である個人・法人の倒産等に際し、機動的かつ迅速に対応するため、徴収関

係法規と破産法、民事再生法等との関連を中心に解説し、倒産関連法規の適用時に

おける滞納整理の手続の修得を図る。 

 

講 義 概 要 

①倒産手続と総称される法的整理手続について、その特質を理解してもらう。

②清算型手続の代表である破産手続について、手続の概要を理解してもらうと

ともに租税債権の取扱いがどのように規定されているかを確認のうえ、滞納整

理にあたり注意すべき点を解説する。 

③再建型手続の代表である民事再生手続について、手続の概要を理解してもら

うとともに租税債権の取扱いがどのように規定されているかを確認のうえ、滞

納整理にあたり注意すべき点を解説する。 

 

 

 

 

 

 

受講上の注意 
 
 

使 用 教 材 
講義レジュメ 
 

効 果 測 定 
なし 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
 

 



     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 3-2 民事執行法 

時 限 数 ６時限 

担 当 講 師 

川上法律事務所 弁護士 川上俊宏 

＜プロフィール＞ 

平成 3年に入都、在職中に司法試験に合格し、平成 7年から弁護士活動を開始。平

成 10 年 4 月に川上法律事務所を開業。 

 

ね ら い 

最近の社会経済情勢の流動化、複雑化により、租税法による対応のみでは問題の解

決が極めて困難な状況にあることから、滞納整理実務と不即不離の関係にある民事

執行法について解説し、滞納処分を円滑に執行するためにこれと競合する実体的な

担保権の知識も含め、必要な知識の修得を図る。 
 

講 義 概 要 

①滞納整理実務としばしば競合する民事執行手続について、不動産競売手続を

中心に手続の概要を説明し、その異同を理解してもらう。 

②民事執行手続の前提となる物的担保について、非典型担保を中心にその理解

を深めてもらい、滞納整理にあたり有効な知識を修得してもらう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講上の注意 
 

使 用 教 材 
講義レジュメ 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 3-3 滞納処分と強制執行等との手続の調整に関する法律 

時 限 数 ５時限 

担 当 講 師 

元神奈川県相模原県税事務所 納税課長 桐生芳樹 

＜プロフィール＞ 

税務行政歴 26年 

・県税事務所 納税課 24年 

 ・税務課 高額滞納整理担当 2年 

 

ね ら い 

複雑多岐にわたる滞納者の債務の状況に対応するため、滞納処分と強制執行等

との手続の調整に関する法律について解説するとともに、具体的な事例に即し

た演習を通じて、滞納処分と強制執行手続きが競合した場合の調整について理

解を深める。 
 

講 義 概 要 

・滞調法の基礎的な法律知識の修得のために、実務に即した解説を行う。 

・特に、知識活用の場面の多い不動産及び債権を中心に解説を行う。 

・事例問題の検討･討議を通して、知識の確認、応用力の修得を目標とする。 

 

受講上の注意 知識の確認のためグループによる事例検討及び検討結果発表・討議を行う。 

使 用 教 材 
講義レジュメ 
税務六法 

効 果 測 定 
 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
民事執行法 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 3-4 国税犯則取締法 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

税理士 山口義夫 

＜プロフィール＞東京国税局特別国税査察官、同統括国税査察官、行橋税務署長、

八幡税務署長、千葉大学法経学部財務会計学科講師などを歴任。現在、東京税理士

会支部研修会講師。文京学院大学大学院経営学研究科非常勤講師 
著書； 著者 内野正昭・山口義夫（共著） 
   「税務調査対策完全マニュアル」改訂改題第一版（2013 年 4 月） 

ね ら い 

複雑多岐にわたる滞納者の債務の状況に対応するため、国税犯則取締法について解

説するとともに、具体的な事例に即した演習を通じて、国犯法の適用について理解

を深める。 
 

講 義 概 要 

租税犯則事件の摘発のための強制調査手続について地方税法においても準用

規定が置かれている国税犯則取締法の条文について国税局査察部で査察官とし

て従事した実務的な体験を踏まえた解説を行う。 

 

受講上の注意 租税法規集を持参のこと。 

使 用 教 材 講師作成のテキスト及び講師が出演したテレビのビデオ 

効 果 測 定 
 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-1 国税徴収法（滞納処分手続）通則 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

川崎県税納税課長 河原一夫 

＜プロフィール＞ 

昭和 60 年 4 月  神奈川県に入庁 

平成元年 4月  川崎県税事務所へ異動 

平成 22 年 4 月  緑県税事務所納税課長 

平成 26 年 4 月  川崎県税事務所納税課長 

 

ね ら い 

１ 国税徴収法の条文解説 

２ 滞納整理実務における問題点を取り上げ、今後どうすべきかを検討する 

 

講 義 概 要 

１ 国税徴収法第５章滞納処分のうち財産差押の通則を解説する。 

  （１）差押の要件 

  （２）超過差押及び無益な差押の禁止 

  （３）相続が有った場合の差押 

     その他 

 

受講上の注意 
なし 

 

使 用 教 材 
なし 

 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 

 

 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-2 財産調査要領 

時 限 数 ８時限 

担 当 講 師 

税理士 小山紀久朗 

＜プロフィール＞ 

国税庁職員として船橋税務署長、王子税務署長などを歴任し、退官後は(株)整

理回収機構執行役員相談室長、平成 19 年 4 月から 22 年 3 月まで内閣府官民競

争入札監理委員会専門委員として公金徴収の民営化に取り組む。現在税理士と

して活躍中 

ね ら い 

滞納者がどのような財産を所有しているか、また、滞納者から流出しているも

のはないか等、滞納処分の前提として財産調査は必須である。それらについて

具体的な事例に即して解説し、滞納者や第三者からの情報により滞納者の経営

状況や財産の実態を把握するための知識・手法の修得を図る。 
 

講 義 概 要 

滞納処分の前提となる財産調査について。 

１ 基本的事項 

２ 権限 

３ 関係先の調査 

４ 臨場調査 

５ 表見財産がない場合の調査 

に区分して説明する。 

 

受講上の注意 
 
 

使 用 教 材 講義資料（滞納処分のための財産調査） 

効 果 測 定 
 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-3 財務諸表の見方、納付能力調査 

時 限 数 ８時限 

担 当 講 師 

税理士 小山紀久朗 

＜プロフィール＞ 

国税庁職員として船橋税務署長、王子税務署長などを歴任し、退官後は(株)整

理回収機構執行役員相談室長、平成 19 年 4 月から平成 22 年 3 月まで内閣府官

民競争入札等管理委員会専門委員として公金徴収の民営化に取り組む。現在は

税理士として活躍 

ね ら い 

財務諸表(決算資料)の見方につき解説し、滞納者の経営状況や財産の実態を把

握するための知識・手法を修得する。 

また、猶予期間中の分納金額や猶予継続の適否等を判定するために行う納付能

力調査について、その調査方法の実践的な知識・手法を修得する（特に、来年

4 月から予定されている猶予制度の改正に必要と思われる。 

 

講 義 概 要 

１ 財務諸表等を実際に示し、 

  滞納者の納付資力、差押財産をどのように把握するかを解説する。 

２ 納税者の納付資力を把握する方法にどのようなものがあるかを説明した

上、実例を示して資力の算出過程を解説する。 

 

受講上の注意 
 
 

使 用 教 材 講義資料（財務諸表等の調査 納付能力調査） 

効 果 測 定 
 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 
 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-4 捜索、動産・有価証券の差押え 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

横浜市健康福祉局 課長補佐 保険年金課 収納対策担当係長 川井幸生 

＜プロフィール＞ 

昭和 59 年に横浜市に入庁、23 年間税徴収を担当し、平成 22 年度から現職。 

自治大当課程設立(平成 15 年度)以来、当課目の講師を務める。 

平成 16 年より市町村職員中央研究所（市町村アカデミー）市町村税徴収事務コ

ースの講師を務める。 

この他、三重県、福岡県、山梨県、長野県、新潟県、神戸市、長崎県、宮崎県、

愛媛県など多くの自治体の研修会で講師を務めるなど後進の育成に力を尽く

す。 

NPO 法人 ローカルガバメントネットワーク副理事長 

ね ら い 

租税債権の確保の手段として、重要な｢捜索、動産・有価証券の差押え｣につい

て解説するとともに、捜索、動産・有価証券の演習を通じて、実践的な知識・

手法の修得を図る。 

講 義 概 要 

徴収職員に与えられた極めて強力な強制力を持った財産調査の権限である

「捜索」の法的位置づけと、その効率的運用について分かりやすく解説する。

 捜索に伴い発見した動産・有価証券の差押えについて、解説する。 

給与・不動産の差押に伴う、滞納処分の連続性について解説する。 

 講義は、4 時限とし、講義内容の項目及び進行方法は、次のとおりです。 

 1 時限目 事前演習問題の発表・解説 

 2 時限目 捜索・動産差押の講義 

 3 時限目 上場企業の株券・社債券・国債の差押と公売の講義 

4 時限目 給与・不動産の差押に伴う、滞納処分の連続性について講義 

受講上の注意 
事前演習問題の発表を予定しているので、事前にグループで討議されたい。 

講義日に事前演習問題を発表する発表者を、決めておいてください。 

使 用 教 材 

・講義レジュメ・「事前演習問題」「捜索・動産差押えマニュアル」「捜索実務要

領」「金融商品差押えマニュアル」以上講師が用意します。 

・日高全海著「地方税の徴収実務事例集」学陽書房 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-5 債権の保全･回収 

時 限 数 ５時限 

担 当 講 師 

野口税務会計事務所 

税理士 野口 茂 （東京地方税理士会会員） 

＜プロフィール＞ 

・元 川崎市税務部職員、市町村職員中央研修所教授 

・自治大学校税務会計特別コース修了、税理士試験合格 

・市町村職員中央研修所「市町村税徴収事務」、「住民税課税事務」講師 

ね ら い 

租税債権の確保に当たって重要な｢債権の保全・回収｣について、民法の基本的な

事項及び租税の滞納処分との関係等について解説するとともに、具体的な事例に即

した演習を通じて、実践的な知識・手法の修得を図ることをねらいとします。 

講 義 概 要 

１ 私たちの生活と債権 

生活の色々なシーンで債権が関わっていることを概観 

２ 債権と物権の比較 

意義、対抗力など基本的な事項を説明 

３ 債権の効力面からの回収手法 

①債権譲渡 意義と滞納処分としての差押との競合時の考察 

②相殺   差押権者としての留意事項を説明 

４ 担保物権からの回収手法 

以下の事項について、それぞれの意義と滞納処分としての差押と競合し

た場合の優先関係、留意点等について考察する。 

①質権 

②抵当権 

③仮登記担保 

④譲渡担保 

⑤先取特権 

⑥留置権 

受講上の注意  
使 用 教 材 講義レジュメ 
効 果 測 定 なし 
そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-6 不動産の差押え 

時 限 数 ３時限 

担 当 講 師 

元神奈川県相模原県税事務所 納税課長 桐生芳樹 

＜プロフィール＞ 

税務行政歴 26 年 

・県税事務所 納税課 24 年 

・税務課 高額滞納整理担当 2年 

ね ら い 

租税債権の確保の手段として、重要な｢不動産の差押え｣について解説するとと

もに、具体的な事例に即した演習を通じて、実践的な知識・手法の修得を図る。

 

講 義 概 要 

徴収の担当、事務指導担当、現場責任者、管理監督者の各立場での経験を生

かした実務的な解説を行う。 
講義内容は、次のとおり。 

 

○ 不動産登記の概要 

○ 不動産の差押手続 

 

 

受講上の注意 なし 

使 用 教 材 講義レジュメ（その他、資料配布予定） 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



［別紙３］ 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13期 税務・徴収コース（平成 27年 9月 15日～10月 30日） 

課 目 名 その他財産の差押え 

時 限 数 ３時限 

担 当 講 師 

東京都港都税事務所徴収課滞納整理専門課長 川島 賢二 

＜プロフィール＞ 

平成元年 4月        東京都監査事務局へ入都 

平成 8年 4月        主任昇任時に主税局へ異動 

平成 22年 4月～23年 3月  東京都主税局徴収部個人都民税対策課課長補佐 

平成 23年 4月～24年 3月  東京都主税局徴収部機動整理課課長補佐 

平成 24年 4月～26年 3月  東京都新宿都税事務所徴収課滞納整理専門課長 

平成 26年 4月～       現職 

 

 

ね ら い 

動産、有価証券、債権及び不動産以外の｢その他の財産の差押え｣についての解

説及び具体的な事例に即した演習を通じて、租税債権の実現に必要とされる、

多様な財産を保全するための実践的な知識・手法の修得を図る。 

 

 

講 義 概 要 

 登録自動車、軽自動車、小型船舶、特許権、ゴルフ会員権、信託の受益権、

振替社債等の滞納処分について、事前に出題した事例演習の検討結果をもとに

解説する。講義の中心となるのは、国税徴収法に規定される各種財産の差押え

の規定である。それぞれの財産の性格に着目し、具体的な滞納処分の手続きと

根拠について理解を深めていく。 

 

受講上の注意 

事前演習問題検討時の疑問点を整理しておいてください。発言を求めることが 

あります。 

 

使 用 教 材 
講義レジメ 

 

効 果 測 定 
なし 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 4-8 交付要求･参加差押え 

時 限 数 ３時限 

担 当 講 師 

横浜市財政局主税部徴収対策課 担当係長 

水口 英彦 

＜プロフィール＞ 

平成 13 年４月 横浜市入庁 青葉区納税課勤務 

平成 16 年４月 財政局収納対策推進室勤務 

平成 20 年４月 株式会社横浜高速鉄道 出向 （庶務係長） 

平成 22 年４月 都市整備局地域まちづくり課担当係長 

平成 24 年４月 水道局旭・瀬谷地域サービスセンター料金係長 

平成 27 年４月 財政局徴収対策課担当係長 

ね ら い 

複雑多岐にわたる滞納者の債務の状況に対応するため、｢交付要求・参加差押え｣

について実務に即した模擬演習を行い、強制換価手続きが競合する場合の租税

徴収に関する実践的な手法の修得を図る。 

講 義 概 要 

 

横浜市の滞納整理における事例を交えた講義。 

 

受講上の注意 なし 

使 用 教 材 ○「地方税の徴収実務事例集」  日高全海著 学陽書房 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13期 税務・徴収コース（平成 27年 9月 15日～10月 30日） 

課 目 名 財産の換価・配当 

時 限 数 ６時限 

担当講師 

東京都千代田都税事務所 滞納整理専門課長 清水一宏 

＜プロフィール＞ 

平成 9年 4月～ 台東都税事務所、主税局徴収部 

平成 20年 4月～ 港（千代田）都税事務所徴収課公売係 

平成 22年 4月～ 主税局徴収部機動整理課（特別整理係・公売係） 

平成 25年 4月～ 都税事務所滞納整理専門課長（渋谷、千代田） 

ね ら い 

地方公共団体への財源移譲などに伴い、滞納整理（滞納処分）の重要性が増

している。本講義では、滞納処分の最終段階である｢財産の換価･配当｣について

理解を深めるとともに、より実践的な知識・手法の習得を図ることをねらいと

する。 

講義概要 

 換価（公売）及び配当の手続きについて、基本である国税徴収法を中心とし

て関係する各法令等を踏まえて解説する。手続きの解説は不動産の換価事例を

基にした演習問題の解答・解説を交えながら行う。 

あわせて財産（主に不動産）の換価・配当の実践的な知識・手法について、

事例に即した演習及び解説を通じて習得を図る。 

各回それぞれ３時限とし、講義内容の項目は以下のとおりである。 

◎公売事務の基本方針 

◎公売手続・売却手続、権利移転手続等の概要 

◎不動産等公売事務の進め方 

◎配当・充当手続 

 

受講上の注意 

・事前に演習問題で、該当項目の予習しておくことが望ましい。 
・また、講義への集中力を高めるため、指名をして発言を求めることがある。 
 

 

使 用 教 材 

 

・講義レジュメ 

・東京都主税局徴収部監修『公売事務の手引』（（公財）東京税務協会） 

 

効果測定 

 
なし 
 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13期 税務・徴収コース（平成 27年 9月 15日～10月 30日） 

課 目 名 5-1 先進事例の紹介 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

船橋市税務部参事・債権管理課長 

＜プロフィール＞ 

平成 13年度  納税課に着任 

平成 19年度  「公金徴収一元化検討委員会」の検討部会座長を務める 

平成 20年４月 初代の債権回収対策室長に就任 

平成 23年４月 初代の債権管理課長に就任 

講 義 概 要 

及び 

ねらい 

地方公共団体の債権は、市税のほか国民健康保険料、介護保険料、保育料、

下水道使用料等の債権（以下「強制徴収公債権」という。）は、自力執行権が付

与され滞納処分が可能な債権である。一方、公営住宅使用料、学童保育料、奨

学金、病院診療費等の債権（以下「非強制徴収公債権・私債権」）は、自力執行

権が無いことから強制執行するためには裁判所の命令が必要な債権である。 

 このため地方公共団体は、債権ごとに規定された法令等に基づき債権を回収

することとなるが、回収できずに累積する収入未済額を縮減することは喫緊の

課題である。 

 講義では、地方公共団体の債権を関係法令から分類し、法的効果の違いによ

る効果的・効率的な債権回収方法や、税と強制徴収公債権を一元徴収するため

の組織や個人情報の取扱い、滞納整理の実務、非強制徴収公債権・私債権の支

払督促・民事訴訟・民事執行を提起する際の法的な手続、債権管理条例の制定、

債権放棄、相殺、議会対策など実務経験や法令・判例・事例を紹介しながら解

説する。 

さらに、地方公共団体が公平・公正な債権管理を実践するための組織マネジ

メント等債権管理に関するあらゆる角度から講演する。 

受講上の注意 なし 

使 用 教 材 レジュメ 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 5-2 ロールプレイング（納税交渉） 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

１班 石川正巳 元神奈川県緑県税事務所長 

２班 山口泰弘 神奈川県神奈川県税事務所長 

３班 宮下 馨 神奈川県横浜県税事務所納税課長 

４班 河原一夫 神奈川県川崎県税事務所納税課長 

ね ら い 

納税交渉について模擬演習を行うことで、実践的に知識を構築し、問題を臨機

応変に解決する能力、洞察力、感受性、態度及び行動等を多面的に培うことを

ねらいとする。 

 

講 義 概 要 

・ロールプレイングとは、実際の場面を想定し、役割を演じて、そこから問題

の解決法を修得する学習法である。 

・本コースでは、｢納税交渉｣と｢財産調査｣についてロールプレイングを行う。

・｢納税交渉｣は、２事例を行う。 

・１班 24～25 名、6～7名ずつ 4 グループに分かれ、1事例につき 2回、4 グル

ープがそれぞれ１回ずつ行政側、または、納税者側のどちらかの立場で行う。

 

受講上の注意 
前日に事例を配布するので、各自内容を理解し、想定して、ロールプレイング

に臨むこと。 

使 用 教 材 
 

 

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 5-3 ロールプレイング（財産調査・動産等の関係） 

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

１班 那倉長治 (公財)東京税務協会専門講師 

２班 吉原敏夫 (公財)東京税務協会専門講師 

３班 斎藤博史 (公財)東京税務協会専門講師 

４班 新部義博 (公財)東京税務協会専門講師 

５班 佐藤三知子 (公財)東京税務協会専門講師 

ね ら い 

財産調査について模擬演習を行うことで、実践的に知識を構築し、問題を臨機

応変に解決する能力、洞察力、感受性、態度及び行動等を多面的に培うことを

ねらいとする。 

 

講 義 概 要 

・ロールプレイングとは、実際の場面を想定し、役割を演じて、そこから問題

の解決法を修得する学習法である。 

・本コースでは、｢財産調査｣について 2事例のロールプレイングを行う。 

・１班 20～21 名、5～6名ずつ 4 グループに分かれ、1事例につき 4回、4 グル

ープがそれぞれ１回ずつ行政側、調査先の立場で行う。 

受講上の注意 
前日に事例を配布するので、各自内容を理解し、想定して、ロールプレイング

に臨むこと。 

使 用 教 材 
講師テキスト、演習問題 

 

効 果 測 定 
 

 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 

 



     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 5-4 行政対象暴力対策 

時 限 数 １時限 

担 当 講 師 

警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課 
課長補佐 城垣 敦夫（きがき あつお） 
＜プロフィール＞ 
昭和６０年４月 兵庫県警察官拝命 
平成２７年３月 警察庁出向 現職 

ね ら い 

公共事業における不当要求など、行政を対象とした暴力団による不当介入は、

従前より巧妙化している状況であり、行政として対応が必要である。 
本講義では、このような行政対象暴力の現状と対策について、特に、不当要

求に対する対応（平時の準備、有事の対応）を理解することをねらいとする。

講 義 概 要 

１ 暴力団情勢 
２ 行政対象暴力の現状と対策 
３ 公共事業からの暴力団排除 

受講上の注意 

なし 

使 用 教 材 
・テキスト「行政対象暴力の現状と対策」（2014 年版） 
 

効 果 測 定 
なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 

 



 

     講義・演習概要（シラバス） 

 
税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース（平成 27 年 9 月 15 日～10 月 30 日） 

課 目 名 5-5 話法・交渉術演習 

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

(株)話し方研究所 取締役会長 福田 健 

＜プロフィール＞ 

中央大学法学部卒業 

１９６７年 言論科学振興協会の話し方運動に参加 

講師、指導部長、理事を歴任 

１９８３年 (株)話し方研究所 所長 

２００４年 (株)話し方研究所 会長に就任 

ね ら い 
徴収事務担当職員として必要な、実務に関する高度の知識及び技能を修得する

ため、話法・交渉術について、基本的な考え方とスキルの修得をねらいとする。

講 義 概 要 

担当業務の性質上、住民の協力をいかに引き出すか、そのためには人々とのコ
ミュニケーションの原理・原則についての理解・取得が必要になる。 
人は個々に異なる事情を抱えており、こちらの発信に対しても思い通りの反応
が返ってくるとは限らない。相手に対応してコミュニケーションをどう取って
いくか、その基本を振り返る。 
 
１．講義「コミュニケーションとしての交渉」 
＊初対面時のやりとりが大事 

＊思い通りに伝わらないのはなぜか 

＊説明から説得へ 

＊説得・交渉にＮＯはつきもの 

 

実習①「グループでの話し合い」 
◇ＮＯの種類について 

◇夫々のＮＯへの対応の仕方 

 
２．講義「積極的な聞き方」 
＊聞くのも表現である 

＊相槌の打ち方の工夫 

＊どのようにして説得点を聞き出すか 

 

結び「話法を支えるコミュニケーションの原理・原則」 
    －コミュニケーション能力とは－ 

受講上の注意 なし 

使 用 教 材 
・講義レジメ（その他、参考資料配付予定） 
・福田 健 著『「交渉力」を鍛える本』＜知的生き方文庫（三笠書房）＞ 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税務専門課程 第 13 期 税務・徴収コース    Syllabus 
 

作成 自治大学校教務部 

 

〒190-8581 東京都立川市緑町１０番地の１ 

ＴＥＬ （０４２）５４０－４５０２（教務部直通） 

ＦＡＸ （０４２）５４０－４５０５（教務部） 
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